
協議事項１「議会基本条例（仮称）の検討」                 資料１    

  

 

議会基本条例の全国的な制定状況 
 

全国の制定自治体数   １０３（平成 22 年４月６日現在） 

 ※自治体議会改革フォーラムＨＰより 

http://www.gikai-kaikaku.net/gikaikihonjourei-info.html 
 

１ 政令指定都市議会 ３ 

①川崎市議会  （平成 21 年６月 17 日可決，同年７月１日施行） 

②さいたま市議会（平成 21 年 12 月 18 日可決，平成 22 年 4 月 1 日施行） 

③名古屋市会  （平成 22 年３月 19 日可決，同年３月 29 日施行） 

※他に新潟市に制定に向けた具体的な動きがある。 
 

２ 都道府県議会   １０ ※約２割の都道府県議会で制定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 福岡県内の自治体 ４ 

①久留米市議会（平成 20 年 12 月 17 日可決，同年 12 月 26 日施行） 

②春日市議会 （平成 21 年３月 25 日可決，同年４月１日施行） 

③八女市議会 （平成 21 年 12 月 11 日可決，平成 22 年 2 月 1 日施行） 

④小郡市議会 （平成 22 年３月 19 日可決，同年５月 14 日施行） 
 

４ 年度ごとの制定自治体数（都道府県及び市町村） 

年度 自治体数 主な制定自治体 
18 ５ 栗山町(北海道)(全国初)，三重県，伊賀市(三重県)など 
19 １２ 出雲市(島根県)，北名古屋市(愛知県)など 

20 ３７ 
福島県，岩手県，神奈川県，大阪府，大分県， 
薩摩川内市(九州初)，久留米市(県内初），大分市（中核市
初）など 

21 ４９ 
川崎市（政令市初），さいたま市，名古屋市 
北海道，宮城県，長野県，高知県など 

    合計 １０３ 

①三重県議会 （平成 18 年 12 月 20 日可決，同年 12 月 26 日施行） 

②福島県議会 （平成 20 年７月９日可決，同年７月 11 日施行） 

③岩手県議会 （平成 20 年 12 月 10 日可決，平成 21 年４月１日施行） 

④神奈川県議会（平成 20 年 12 月 18 日可決，同年 12 月 26 日施行） 

⑤大阪府議会 （平成 21 年３月 24 日可決，同年４月１日施行） 

⑥大分県議会 （平成 21 年３月 26 日可決，同年４月１日施行） 

⑦宮城県議会 （平成 21 年６月 16 日可決，同年６月 26 日施行） 

⑧北海道議会 （平成 21 年７月３日可決，同年７月 10 日施行） 

⑨長野県議会 （平成 21 年 10 月２日可決，同年 10 月 15 日施行） 

⑩高知県議会 （平成 21 年 11 月 27 日可決，同年 11 月 30 日施行） 
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名古屋市議会基本条例について 

 
※平成 22 年３月 19 日可決，同年３月 29 日施行 

 
１ 制定に至る経緯 

平成 21 年 12 月に名古屋市議会基本条例制定研究会を発足し，約４カ月の間に，

９回の会議を開催し，また，外部有識者を招聘しての講演や勉強会，パブリックヒ

アリング・市民意見募集等を経て，平成 22 年２月定例会において，名古屋市議会基

本条例を可決成立させた。 
 
２ 前文に現れている理念 

「…私たち名古屋市会は，活動理念を明らかにし，本市の住民自治と民主主義を発

展させ，市民生活の向上を図るため，自ら抜本的な議会改革に取り組み，市民の

声を聴き，市民の視点から政策立案，政策提言できる議会を目指すことを決意し，

この条例を制定する。」（名古屋市議会基本条例 前文より抜粋） 
 （参考） 

  第１条 この条例…は，地方自治の本旨に基づき，市民の代表としての議会及び議員の活動の

充実と活性化のために必要な基本的事項を定めることにより，市長及び議員がともに市民に

より選出される二元代表制の下での議会と議員の役割を明らかにするとともに，市民に開か

れ，市民に身近で存在感のある議会を作り上げることを目的とする。 
 
３ 特色ある規定 

(1) 市民参加の促進等（第４条関係） 

●請願審査等における口頭陳情の実施，市民議会演説制度の実施など，市民参

加の機会の確保に努める旨を規定（２項） 

    名古屋市会市民3分間議会演説制度を平成22年２月定例会より実施

●議会が議会報告会を開催する旨を規定（４項） 

平成 22 年４月 16 日～18 日に市内５会場で議会報告会を開催 

 

(2) 情報の公開（第６条関係） 

●あらかじめ会議等の日程，議題等を市民に周知する旨を規定（１項） 

●重要な議案についての議員ごとの賛否を公開する旨を規定（４項） 

 

(3) 予算等に対する議会の役割（第８条関係） 

●市長等は，予算の調製又は市政に係る重要な政策若しくは施策の立案に当た

っては，議会の政策提言の趣旨を尊重しなければならない。（４項） 

●議会が予算を伴う条例案を提案するときは，必要に応じて，市長と協議する

旨を規定（５項） 

 

 (4) 政策立案機能等の強化（第 14 条関係） 

●議会が必要と認めるときは，議決により，学識経験を有する者等で構成する

調査機関を設置する旨を規定（２項） 

●議員は，議員間における討議を通じて，政策立案，政策提言等を積極的に行

うとともに，必要に応じ，検討会等を設けることができる旨を規定（４項） 
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名古屋市議会基本条例の制定過程について 
 

年月日 名古屋市議会基本条例制定研究会の活動等 

平成21年 

12月３日 

 

 

12月15日 

 

 

 第１回会議及び基調講演  

議題：研究会の設置ほか 

 

 第２回会議及び基調講演  

議題：研究課題の本市会の現状と他議会の状況について 

平成22年 

１月5日 

 

 
 

１月19日 

 

 

 第３回会議  

議題：(1)研究課題シート（会期等の見直し，市民参加，広報の充実，会議・情報の公開），

(2)費用弁償その他 
 

 第４回会議  

議題：(1)研究課題シート（議会の役割・活動原則，会派の位置づけ，市長との関係，政策

立案機能及び調査機能の強化，定数等議員の身分），(2)前回の議論その他 

 

２月２日 

 

 
 

２月16日 

 

 

 

２月22日 

 

 第５回会議及び講演  

議題：(1)研究課題シート（予算等の議会への説明，会議の運営原則，委員会活動，反問権

を含む質疑応答，図書室の充実），(2)前回の議論その他 
 

 第６回会議  

議題：これまでの議論のまとめ 

◎座長私案提示（→分科会で検討） 

 

 議会基本条例制定研究会勉強会  
 

 

３月１日 

 

 

 

 

３月６日 

 

 

３月15日 

 

 

３月18日 

 
 

３月19日 
 

 

 第７回会議  

議題：(1)分科会からの意見の検討，(2)市民からの意見聴取方法 

◎名古屋市議会基本条例制定研究会中間報告書公表 

 

 

 パブリックヒアリング  

 

    

 第８回会議  

議題：(1)市民からの意見聴取の結果，(2)今後の進め方，(3)その他 

 

 第９回会議  

議題：条例草案について 
 

名古屋市議会基本条例案 提出・可決成立 

※福岡市議会事務局調査法制課作成（名古屋市会ホームページより編集したもの） 

 

市民意見募集 

（3/4～3/12） 

講師：片山さつき氏（前衆議院議員） 

講師：児玉克哉氏（三重大学人文学部教授）

講師：駒林良則氏（立命館大学法学部教授） 

講師：福嶋浩彦氏（東京財団上席研究員／前

我孫子市長），中尾修氏（前北海道栗山町議会

事務局長），赤川貴大氏（東京財団政策研究部）
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